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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次 
第80期 

第３四半期連結累計期間 
第81期 

第３四半期連結累計期間 
第80期 

会計期間 
自 平成27年４月１日 
至 平成27年12月31日 

自 平成28年４月１日 
至 平成28年12月31日 

自 平成27年４月１日 
至 平成28年３月31日 

売上高 （千円） 13,949,006 12,640,088 19,496,006 

経常利益 （千円） 193,897 107,829 665,968 

親会社株主に帰属する四半

期（当期）純利益又は純損

失（△） 

（千円） 36,671 △6,836 303,471 

四半期包括利益又は包括利

益 
（千円） △29,602 57,872 31,679 

純資産額 （千円） 14,363,651 14,068,190 14,424,790 

総資産額 （千円） 24,172,921 24,017,423 23,946,972 

１株当たり四半期（当期）

純利益金額又は純損失金額

（△） 

（円） 4.28 △0.80 35.39 

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 55.6 55.0 56.5 

 

回次
第80期

第３四半期連結会計期間
第81期

第３四半期連結会計期間

会計期間
自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 6.74 6.50 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第81期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第80期第３四半期連結

累計期間及び第80期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループにおいて営まれている事業の内容に重要な変更はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、米国の景気が個人消費を中心に堅調さを維持する一方で、世界経

済の減速ならびに英国のＥＵ離脱問題や米国の大統領選挙の結果が及ぼす影響により総じて不透明さを増す中、

企業の設備投資に対する慎重姿勢が続き、足踏み状態で推移しました。 

この様な事業環境のなかで創立８０周年を迎えた当社グループは、年度初めから「東日本支店」の発足と「ブ

ロック制」の導入により販売体制を整備し、エリアごとの特徴に沿った顧客ニーズを深耕する営業活動を推進し

てまいりました。また、本部機構の改正により成長分野の開拓に積極的に取り組むとともに、前年度から強化し

ている生産性向上・コストダウン活動にも継続的に注力しております。 

当第３四半期連結累計期間の連結業績につきましては、受注減速の影響を受けて、売上高は12,640百万円(前年

同四半期比9.4％減)となりました。損益面につきましては、売上原価率は改善が進み69.4％（前年同四半期は

71.6％）となり、営業利益は59百万円（前年同四半期比46.2％減）となりました。また、経常利益は107百万円

（前年同四半期比44.4％減）、親会社株主に帰属する四半期純損失は6百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属

する四半期純利益36百万円）となりました。 

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①計測制御機器 

売上高は4,912百万円(前年同四半期比3.1％減）、セグメント利益（営業利益）は748百万円（前年同四半期

比7.0％増）であります。 

②計装システム 

売上高は4,258百万円（前年同四半期比19.0％減）、セグメント利益（営業利益）は87百万円（前年同四半

期比82.8％減）であります。 

③センサ 

売上高は2,986百万円（前年同四半期比5.2％減）、セグメント利益（営業利益）は398百万円（前年同四半

期比25.2％減）であります。 

④その他 

修理・サービス等の売上高は483百万円（前年同四半期比2.3％増）で、セグメント利益（営業利益）は136

百万円（前年同四半期比495.9％増）であります。 
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(2）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べて70百万円増加し、24,017百万円とな

りました。

流動資産は、前連結会計年度末に比べ310百万円増加し、15,570百万円となりました。主な増減は、たな卸資

産の増加666百万円、現金及び預金の減少242百万円、受取手形及び売掛金の減少167百万円であります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べ240百万円減少し、8,447百万円となりました。主な増減は、有形固定

資産の減少140百万円、無形固定資産の減少148百万円であります。

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べて427百万円増加し、9,949百万円とな

りました。 

流動負債は、前連結会計年度末に比べ160百万円増加し、6,831百万円となりました。主な増減は、支払手形

及び買掛金の増加115百万円、短期借入金の増加106百万円、賞与引当金の減少247百万円等であります。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べ266百万円増加し、3,117百万円となりました。主な増減は、長期借入

金の増加320百万円等であります。

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ356百万円減少し、14,068百万円とな

りました。主な増減は、利益剰余金の減少355百万円等であります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。 

 

(4）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は638百万円であります。 

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 23,820,000

計 23,820,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）

（平成28年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成29年２月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,560,116 9,560,116
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は

100株であります。

計 9,560,116 9,560,116 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 9,560 － 4,292,027 － 4,017,909

 

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日である平成28年９月30日の株主名簿により記載しております。

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式  985,500
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,515,200 85,152 －

単元未満株式 普通株式   59,416 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 9,560,116 － －

総株主の議決権 － 85,152 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式36株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在 
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数

の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社チノー
東京都板橋区熊野町32－８ 985,500 － 985,500 10.30

計 － 985,500 － 985,500 10.30

 
 
２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

 

- 6 -



第４【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人大手門会計事務所により四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 3,403,994 3,161,907 

受取手形及び売掛金 6,059,374 ※ 5,891,836 

有価証券 97,775 － 

商品及び製品 1,461,926 1,682,518 

仕掛品 1,803,727 2,160,322 

原材料及び貯蔵品 1,864,875 1,954,666 

その他 599,145 735,233 

貸倒引当金 △31,162 △16,172 

流動資産合計 15,259,656 15,570,313 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 2,789,170 2,703,612 

その他 2,091,722 2,036,623 

有形固定資産合計 4,880,893 4,740,236 

無形固定資産    

のれん 116,296 93,561 

その他 888,849 763,523 

無形固定資産合計 1,005,146 857,084 

投資その他の資産    

その他 2,801,284 2,849,797 

貸倒引当金 △7 △7 

投資その他の資産合計 2,801,276 2,849,790 

固定資産合計 8,687,316 8,447,110 

資産合計 23,946,972 24,017,423 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 3,517,676 ※ 3,632,892 

短期借入金 1,804,876 1,911,760 

未払法人税等 79,049 144,299 

賞与引当金 490,094 243,056 

その他 779,460 ※ 899,467 

流動負債合計 6,671,156 6,831,476 

固定負債    

長期借入金 861,710 1,182,038 

退職給付に係る負債 1,502,280 1,401,480 

役員退職慰労引当金 259,580 301,867 

その他 227,455 232,370 

固定負債合計 2,851,026 3,117,756 

負債合計 9,522,182 9,949,233 

純資産の部    

株主資本    

資本金 4,292,027 4,292,027 

資本剰余金 4,053,230 4,053,230 

利益剰余金 6,602,636 6,247,195 

自己株式 △1,470,578 △1,484,484 

株主資本合計 13,477,316 13,107,968 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 77,860 147,162 

為替換算調整勘定 42,852 14,491 

退職給付に係る調整累計額 △69,216 △57,940 

その他の包括利益累計額合計 51,496 103,713 

非支配株主持分 895,977 856,508 

純資産合計 14,424,790 14,068,190 

負債純資産合計 23,946,972 24,017,423 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

売上高 13,949,006 12,640,088 

売上原価 9,989,402 8,773,592 

売上総利益 3,959,603 3,866,495 

販売費及び一般管理費    

給料手当及び賞与 1,684,207 1,691,485 

賞与引当金繰入額 99,752 97,291 

退職給付費用 93,282 99,639 

役員退職慰労引当金繰入額 35,683 42,287 

研究開発費 331,153 329,440 

その他 1,604,198 1,546,437 

販売費及び一般管理費合計 3,848,277 3,806,582 

営業利益 111,326 59,913 

営業外収益    

受取利息 19,248 11,527 

受取配当金 25,829 29,472 

売電収入 33,423 32,363 

その他 63,700 28,171 

営業外収益合計 142,201 101,535 

営業外費用    

支払利息 12,449 10,754 

金融関係手数料 8,806 6,872 

売電費用 24,383 21,465 

その他 13,990 14,528 

営業外費用合計 59,629 53,619 

経常利益 193,897 107,829 

特別利益    

投資有価証券売却益 1,769 10,654 

固定資産売却益 345 930 

その他 － 314 

特別利益合計 2,114 11,899 

特別損失    

固定資産処分損 3,999 3,844 

特別損失合計 3,999 3,844 

税金等調整前四半期純利益 192,013 115,884 

法人税等 108,213 90,725 

四半期純利益 83,799 25,159 

非支配株主に帰属する四半期純利益 47,127 31,996 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 
36,671 △6,836 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

四半期純利益 83,799 25,159 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △6,003 69,301 

為替換算調整勘定 △124,976 △47,865 

退職給付に係る調整額 17,577 11,276 

その他の包括利益合計 △113,402 32,713 

四半期包括利益 △29,602 57,872 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △29,908 45,380 

非支配株主に係る四半期包括利益 305 12,492 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

 この結果、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽

微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

税金費用の計算

 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 なお、見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を

使用しております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

 ※四半期連結会計期間末日満期手形

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が当四半期連結

会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形 －千円 9,413千円

支払手形 － 268,579

流動負債「その他」（設備関係支払手形） － 12,242

 

 

  売上債権遡及義務

受取手形の一部を、債権流動化の目的で譲渡しております。その内、当社に遡及義務の及ぶ金額は、次のとおりで

あります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

  459,493千円 194,834千円 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連結

累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであ

ります。 

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年12月31日）

減価償却費 683,583千円 637,531千円

のれんの償却額 37,633 22,735
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月14日

取締役会
普通株式 300,182 35.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月13日

取締役会
普通株式 342,997 40.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日） 

  １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
 

計測制御 
機器 

計装 
システム 

センサ 計 

売上高            

外部顧客への売上高 5,068,229 5,259,436 3,148,981 13,476,648 472,357 13,949,006 

セグメント間の内部売上高又
は振替高 

－ － － － － － 

計 5,068,229 5,259,436 3,148,981 13,476,648 472,357 13,949,006 

セグメント利益 699,068 507,567 532,400 1,739,037 22,965 1,762,003 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、修理・サービス等を含んでおりま

す。 

  ２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 1,739,037

「その他」の区分の利益 22,965

全社費用（注） △1,650,677

四半期連結損益計算書の営業利益 111,326

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日） 

  １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
 

計測制御 
機器 

計装 
システム 

センサ 計 

売上高            

外部顧客への売上高 4,912,876 4,258,093 2,986,106 12,157,077 483,011 12,640,088 

セグメント間の内部売上高又
は振替高 

－ － － － － － 

計 4,912,876 4,258,093 2,986,106 12,157,077 483,011 12,640,088 

セグメント利益 748,285 87,111 398,006 1,233,403 136,858 1,370,262 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、修理・サービス等を含んでおりま

す。 

  ２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 1,233,403

「その他」の区分の利益 136,858

全社費用（注） △1,310,349

四半期連結損益計算書の営業利益 59,913

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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（有価証券関係）

 該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

 該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

 該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
4円28銭 △0円80銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は

四半期純損失金額（△）（千円）
  36,671   △6,836

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額又は四半期純損失金額（△）（千円）
  36,671   △6,836

普通株式の期中平均株式数（千株） 8,575 8,573

（注）前第３四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。また、当第３四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

２【その他】

  該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月10日

株式会社チノー 

取締役会 御中 

 

監査法人大手門会計事務所 
 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 植 木 暢 茂   印 

 

 
指定社員

業務執行社員
  公認会計士 武 川 博 一   印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社チノー

の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平成28

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビ

ューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社チノー及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

 以 上

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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